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表 1 既往の実験結果と火災時耐力計算式による耐火時間の比較(梁幅 210mm梁背 420mmの場合) 

No.4実験 No.6実験 燃え代設計法 EN残存断面法 EN-RSS法 Odeen法 Lie法 Stiller法

耐火時間 60(67.5)分 79分 67分 61分 65分 62分 74分 48分

構造用集成材梁部材の火災時耐力 

その 4. 既往耐力評価方法による計算値と実験値の比較 
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1.はじめに 

筆者らは、カラマツ集成材の梁を対象とした加熱後載

荷実験および載荷加熱実験を行い、放冷過程を含めた火

災時耐力を得た 1)。しかし、燃えしろ設計 2)などの既往耐

力式は火災時耐力のみを検討するものであり、放冷過程

における耐力を算定することができない。火災時耐力の

算定に関しては、海外で様々な方法がとられている。ま

た、筆者らは放冷過程の耐力算定方法 3)を提案したが、こ

の時はユーロコード 54)の付録 B「高度な計算方法」に示

される木材の高温時における強度低下率を用いていた。 

本報では、既往実験による火災時耐力と海外の耐力算

定方法を比較する。また、高温素材実験 5)により、木材の

高温時における圧縮および引張の強度低下率が明らかに

なったため、この値を用いて、放冷過程の耐力を再検討

した。 

2.加熱時の耐力 

前報(その 3)1)の実験結果の中で火災時耐力について調べ

た No.4 および No.6 との比較を行う。既往実験 No.4 によ

り得られた最大曲げ耐力 79.4kNm を用いた場合の耐火時

間を 6 種類の火災時耐力算定式に基づき算出した。EN 残

存断面法 4)・EN-RSS 法 4)・Odeen 法 6)・Lie 法 7)・ Stiller

法 8)に関しては、文献 9)の中で紹介されている算定方法を

用いた。今回の梁幅 210mm 梁背 420mm の断面寸法に関

して、それぞれの算定式により得られた耐火時間を表 1

に示す。本計算には、基準材料強度 10)31.5N/mm2を用いた。 

日本の準耐火構造の燃えしろ設計 2)では、30 分で 25mm、

45 分で 35mm、60 分で 45mm の燃え代が必要とされてい

る。言い換えれば、加熱開始から 30 分までは 0.83mm/分

で、30 分以降では 0.67mm/分で炭化が進行していると仮

定している。炭化速度はこの値で耐火時間を算出した。 

EN 残存断面法では、ユーロコード 54)に示されるように、 

 

 

 

 

炭化速度 0.7mm/分に変色劣化領域 7mm を加えた値を炭化

深さとして用いて計算を行っている。 

 以上の 2 つの算定式は、火災加熱を受ける木構造部材

を外周部の炭化領域とその内側の未炭化領域に分け、見

炭化領域を有効断面とし、常温時強度の値を用いて計算

する方法である。今回の結果より妥当性が再確認できた。 

ユーロコード 5 の Reduced strength and stiffness method

（EN-RSS 法）では、炭化速度は 0.7mm/分とするが、加

熱による曲げ強度の低下率を考慮して計算を行っている。

計算による耐火時間が、No.4 と No.6 の耐火時間の範囲内

であることから、曲げ強度の低下率の設定の妥当性を確

認することができた。 

Odeen 法は、経験に基づき提案された式であり、最大曲

げ耐力、断面係数および基準材料強度より算出される k

という値を用いている。炭化速度は 0.7mm/分を用いた。

計算結果は、Odeen 法の算定式の妥当性を示している。 

Lie 法は、かなり簡略した式を用いている。Lie 法が他

の方法に比べて、耐火時間が長くなっているのは、炭化

速度に 0.6mm/分を用いて計算しているためと考えられる。 

Stiller 法では、梁幅方向の炭化深さを計算式により求め、

その値から梁背方向の炭化深さを計算している。多数の

実験データに基づいて、隅角部の影響および断面中心部

の強度低下を考慮した値となっているため、炭化深さが

梁幅・梁背方向共に他の算定法より大きな値となってい

る。残存断面の寸法が他の計算方法よりも小さくなって

いるため、耐火時間が短く算出される結果となった。 

設計基準強度を用いた計算の場合、燃え代設計法・EN

残存断面法・EN-RSS 法・Odeen 法・Lie 法では、No.4 お

よび No.6 の実験による耐火時間の範囲に収まる結果とな

った。Stiller 法のみ No.4 実験の耐火時間 60 分を下回る計

算結果となった。 
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表 2圧縮および引張の高温時強度残存率 

表 3 放冷過程の耐力計算値と実験値の比較 

75℃ 100℃ 125℃ 150℃ 175℃

高温圧縮強度低下率 0.67 0.62 0.49 0.47 0.47

高温引張強度低下率 0.74 0.71 0.70 0.72 0.67

1時間 2時間 3時間 4時間

[0時間] [1時間] [2時間] [3時間]

梁背h'[mm] - 355.8 345.6 342.6 343.9

梁幅b1[mm] A1 80.0 80.0 80.0 80.0
梁幅b2[mm] A2 42.8 35.2 37.6 34.4

A1 42.5 106.0 129.7 132.5
A2 90.5 161.4 163.0 149.9

A1 37.9 30.2 29.8 30.2

A2 30.7 29.8 29.4 30.7

A1 37.1 24.7 20.9 20.4

A2 27.3 20.0 20.0 20.0

A1 8265 4750 3895 3800

A2 4940 3325 3230 3610

A1 8075 3325 2850 2755

A2 3610 2280 2280 2375

高温素材実験結果に
基づく火災時曲げ耐力

Mu[kNm]

A1+A2
(残存断面)

89.4 60.5 57.0 56.2

ユーロコード5に

基づく火災時曲げ耐力3)

Mu[kNm]

A1+A2
(残存断面)

81.3 38.0 34.8 33.8

実験値1)[kNm] 79.4  -  - 37.4

高温時引張弾性係数

[N/mm2]

高温時圧縮弾性係数

[N/mm2]

加熱開始からの時間[放冷時間]

断面領域

断面内温度
[℃]

高温時引張強度

[N/mm2]

高温時圧縮強度

[N/mm2]

3. 加熱終了後の放冷過程における耐力 

 筆者らが提案した提案 3)では、ユーロコード 54)の木材

の高温時における強度低下率を用いていた。同カラマツ

集成材を用いた高温素材実験 5)による圧縮および引張の高

温時強度残存率の値を用いて、放冷過程における耐力を

再検討する。ユーロコード 5 に基づく火災時耐力の算定

では、せん断強度に関しても検討したが、せん断強度を

調べるための素材実験は行っていないため今回は検討し

ない。 

本計算に用いた、実験による常温時強度に対する圧縮

および引張の高温時強度残存率を表 2 に示す。この値を

用いて、火災時曲げ耐力を計算した結果を表 3 に示す。

表の網掛け部分が変更点であり、追加実験結果に基づく

強度残存率を用いて算定した値となっている。残存断面

モデルは、筆者らが設定したもの 3)を用いた。 

2 つの計算結果を比較すると、加熱終了直後の内部温度

があまり上昇していない段階では、火災時曲げ耐力が近

い値となった。しかし、放冷過程では素材実験に基づく

火災時曲げ耐力が、ユーロコード 5 に基づくものよりか

なり大きな値となり、実験結果 1)を大きく上回った。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

4.まとめ 

幅 210mm 背 420mm のカラマツ集成材に関する火災時

および放冷過程における耐力を実験結果と計算値を用い

て比較した結果を以下にまとめる。 

(1) 既往に提案されている火災時耐力算定式に基づく耐火

時間は、Stiller 法を除き、実験 No.4 と No.6 の耐火時

間の範囲であった。 

(2) 高温素材実験の圧縮および引張の高温時強度低下率を

用いて算出される火災時曲げ耐力は、特に放冷過程に

おいて、ユーロコード 5 の高温時強度低下率を用いた

計算値および実験値よりも大きな値となった。 

以上、火災時耐力は様々な耐力算定式による値と実験

値が概ね一致した。しかし、放冷過程では計算値と既往

の実験値に大きな差があるため、今後更なる検討が必要

である。また、せん断耐力を再検討するため、加熱時の

せん断強度を把握するための素材実験を行う必要がある。 
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